
令和６年９月
いわて女性の活躍促進連携会議 女性の就業促進部会

提案書

男女問わず、誰もが働きやすい職場環境の構築

～ キラキラ・ワクワク・ドキドキしながら、
働くことで幸せになれる岩手県 ～
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▸ 平成29年の部会活動開始以降、様々な団体との意見交換等を通じ、アンコンシャス・バイアス（無意識の偏
見）にとらわれ、社員の可能性を生かしきれていない可能性があることや、女性の就業促進に関する制度は
整備されてきているが、依然として働くことに関する女性の満足度が低いことなどが分かったことから、女
性のことだけを考えていては状況が変わらないこと、男女ともに働きやすい職場環境づくりを目指すことが
女性の活躍にもつながると考え、経営者や行政機関が取り組むべきこととして令和２年度に提言を取りまと
めた。

▸ 提言の取りまとめ以降、その普及浸透に取り組んできたが、新型コロナウイルス感染症の流行や物価高騰な
ど、社会経済情勢が大きく変化している今だからこそ、男性も女性も、自らの希望する働き方を実現し、幸
せになれる岩手県を実現するために、特に優先して取り組むべきことを次の３つの柱で提案する。

①ワークライフバランスの推進、②仕事と子育ての両立、③若者への岩手・仕事の魅力発信

提案の趣旨

これまでの活動

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

▸部会設置
▸ 経営者の意識改革等
部会員による意見交換

▸ 女性が働きやすい環境づくりなど
部会員による意見交換

▸ 農山漁村で輝く女性部会との連携

▸ 女性の正規雇用促進など
部会員による意見交換

▸ 先進企業の現地調査

▸提言の取りまとめ
▸ 経済団体との連携
- 盛岡商工会議所女性会
- 盛岡工業クラブ

▸ 就職先として選ばれるには？など
部会員による意見交換

▸ 経済団体との連携
- 盛岡工業クラブ

▸ 情報発信の開始
- Twitter、Facebook
- えふえむ花巻

▸ 農山漁村で輝く女性部会との連携

▸ 産学官連携ｻﾃﾗｲﾄﾐｰﾃｨﾝｸﾞとの連携

▸ 経済団体との連携
- 盛岡工業クラブ
- 岩手県中小企業家同友会
- 岩手経済同友会

▸ 情報発信
- えふえむ花巻、ラヂオもりおか
- Twitter、Facebook

▸ 子育て支援部会との連携

▸ 経済団体との連携
- 盛岡工業クラブ
- 岩手県中小企業家同友会

▸ 出張部会の開催

▸ 情報発信
- Ｘ、Facebook
- いわて！わんこ広報室

▸提案書の作成
▸ 情報発信
- Ｘ、Facebook
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仕事とプライベートを両立しながら、いきいきと幸せに働くことができる岩手県

▸令和元年の岩手県の年間総実労働時間数は、1,812.0時間と全国ワースト１位
➔令和５年は1,742.4時間に改善したが、出勤日数が全国より多いことや、パートタイム労働者の所定内労

働時間が長いことなどから、全国45位と依然として低調

▸令和４年の岩手県の年次有給休暇取得率は59.2％と
全国より低調であり、休暇制度を活用できていない。
➔長時間労働を是とする人事評価・職場風土が残っている
可能性

▸明確な評価基準に基づいた人事評価制度の構築の必要性は
理解しているものの、構築や運用に関するノウハウがなく、
着手できない 。

① 業界ごとのベースとなる評価表（岩手モデル）の提示
② 評価制度の作り方、制度運用の仕方に関するセミナーの開催
③ 業界ごとの好事例の展開などによる休暇制度等の活用促進
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岩手

全国

岩手

全国

所定内労働時間 所定外労働時間

1,635.6

1,742.4

1,669.2

1,812.0

Ｒ１

Ｒ５ 宮城県 34位
:

秋田県 43位
福島県 44位
岩手県 45位
青森県 46位
山形県 47位

厚生労働省「毎月勤労統計調査地方調査（５人以上）」
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55.8 56.1
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岩手 全国

北海道中小企業団体中央会「中小企業労働事情実態調査報告書」

現状と課題

目指す姿Ⅰ

提案内容

年次有給休暇取得率（％）

年間総実労働時間（時間）

年間総実労働時間：R8に1,633.0時間
年次有給休暇取得率：R8に65.0％(R7)
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240

R1 R2 R3 R4 R5

岩手 全国

年間出勤日数（日）
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仕事と育児等を両立しながら、キラキラ働き続けられる岩手県

▸育児休業給付の給付率が67％（手取りで８割相当）にとどまるなど、休暇取得時の収入の減少がネックとな
り、特に男性育休の取得が進まない。
➔法改正により、令和７年４月に「出生後休業支援給付」が創設され、従来の育児休業給付と合わせて給付
率80％（手取りで10割相当）に引上げ

➔令和７年４月に「育児時短就業給付」が創設され、時短勤務中に支払われた賃金額の10％が支給

▸「男性は仕事、女性は家事」といった固定的性別役割分担意識など
により、女性が長期休暇や短時間勤務を選択せざるを得ず、キャリ
アアップへの影響がある。

▸ 女性の社会進出が進む一方、家事・育児の負担が女性に偏っている
ことに加え、活用できる家事代行サービス等の外部サービスの選択
肢が少ないなど、外注のハードルが高い。

④ 雇用保険の適用を受けられない方に対する育児期等の収入減への支援
⑤ 職場におけるアンコンシャス・バイアスへの気づきに向けた事例の展開
⑥ 家事・育児に係る外部サービスの充実、費用に対する助成

現状と課題

目指す姿Ⅱ

117 101

295
364

0

100

200

300

400

共働き 夫のみ仕事あり

夫 妻 令和５年県の施策に関する県民意識調査

育児時短就業給付イメージ育児休業等給付イメージ

家事・育児にかける時間（分）

共働き世帯の男性の家事時間割合：R8に50.0％ 〔週平均〕

※ 女性の家事時間に対する割合

いわて子育てにやさしい企業等認証数：R8に515事業者〔累計〕

厚生労働省HP
「令和６年雇用保険制度の

改正内容について（子ども・
子育て支援法等の一部を改
正する法律）」より

提案内容
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若者に選ばれ、いきいきと幸せに働き続けられる岩手県

▸就職活動等に関する情報を掲載しているツールが乱立している

▸就職先を考える際、男女ともに最も賃金を重視すると回答して
いる一方、就職活動をするための十分な情報が得られていない

➔情報が探しにくいことに加え、賃金ばかりがピックアップさ
れ、「豊かさ＝賃金が高いこと」のイメージが先行している
可能性がある

⑦ 可処分所得や可処分時間など、賃金だけではない岩手県の豊かさの情報発信
⑧ 自社の魅力・岩手で働く魅力掲載など、採用ページを充実させる企業への支援
⑨ 膨大な量のホームページ等情報発信ツールの整理

現状と課題

目指す姿Ⅲ

提案内容

十分には
得られていない

いわて高等教育地域連携プラットフォーム「県内就職に関する学生向けアンケート」調査結果

339
292

267
183

133
123

115
111

給与

職場の人間関係・雰囲気

充実した福利厚生

休暇制度の充実・休暇取得のしやすさ
労働時間等就業拘束時間

やりたい仕事や好きなことができる

育児・介護休業取得率

企業の安定性

就職先を考える上で重視する項目（女性）＜１人５項目＞

就職活動をするための十分な情報が得られているか

224
173

159
114

100
94

84
74

給与

充実した福利厚生

職場の人間関係・雰囲気

休暇制度の充実・休暇取得のしやすさ
労働時間等就業拘束時間

企業の安定性

やりたい仕事や好きなことができる

自分の知識と技能のマッチング

就職先を考える上で重視する項目（男性）＜１人５項目＞

十分に
得られている

758

745

730

740

750

760

岩手県 東京都

総務省統計局
「令和３年社会生活基本調査」国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会」（R3.1.29）参考資料より

44.7％55.3％

経済的豊かさ（可処分所得と基礎支出）の比較 フルタイム雇用者の１日のうちの平均可処分時間（平日）（分）

地方と中央に関するアンコンシャス・バイアスの解消

38位

16位
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都道府県別の経済的豊かさ（可処分所得と基礎支出）

 東京都の可処分所得は全世帯平均では全国３位だが、中央世帯（※2）の平均は12位。
 一方で中央世帯の基礎支出（※3に示す食・住関連の支出を言う。）は最も高いため、可処分所得と基礎支出との差額は42位。
 更に費用換算した都道府県別の通勤時間（ ※4 ）を差し引くと、東京都が最下位。

⇒ 東京都の中間層の世帯は、他地域に比べ経済的に豊かであるとは言えない。

※1世帯はすべて2人以上の勤労者世帯 （単身又は経営者等は含まない）。
※2中央世帯とは、各都道府県ごとに可処分所得の上位40％～60％の世帯を言う。
※3基礎支出＝「食料費」＋「（特掲）家賃＋持ち家の帰属家賃」＋「光熱水道費」。なお、「持ち家の帰属家賃」は

全国消費実態調査で推計しているもの。

※中央世帯の数値については、統計法に基づいて、独立行政法人統計センターから「全国消費実態調査（H26）」（総務省）の調査票情報の提供を受け、
国土交通省国土政策局が独自に作成・加工した統計であり、総務省が作成・公表している統計等とは異なります。

（参考）上記差額から更に費用換算した通勤時間（C）を差し引く

※4「平成30 年住宅土地統計の通勤時間」、「令和元年毎月勤労統計地方調査における一ヶ月当たり出勤日数」及

び「令和元年賃金構造基本統計における一時間当たり所定内給与」を用いて国土交通省国土政策局で作成。（所
定内給与は居住都道府県における数値を適用）
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家賃水準の都道府県別比較

 東京都の１㎡あたり家賃は2,675円で、全国平均の1,276円のおよそ２倍と突出して高い。
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都道府県別１㎡あたりの民営賃貸住宅の家賃

出典：総務省「小売物価統計調査」（2019年９月）を元に作成。

（注１）民営賃貸住宅を対象としたもので、公営住宅は含まれない。
（注２）各都道府県の数値は、都道府県庁所在地の１㎡あたりの月額家賃を表している。
（注３）全国の数値は、都道府県庁所在地の１㎡あたりの月額家賃を単純平均したもの。

（円）
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都道府県別の平均可処分時間（フルタイム雇用者）

出典：総務省 「平成28年 社会生活基本調査」より国土政策局作成

 フルタイムで働く人の一日のうちの可処分時間の平均を都道府県別にみると、一都三県はいずれも低水
準となっている。
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※可処分時間は24時間のうち、通勤・通学／仕事／学業／家事／身の回りの用事／介護・看護／育児／買い物に係る時間を除いた時間。
（具体的には、食事、睡眠、テレビ・ラジオ・新聞・雑誌、休養・くつろぎ、趣味・娯楽 等）

フルタイム雇用者の１日のうちの平均可処分時間（平日）
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注：「平成30年住宅土地統計の通勤時間」、「令和元年毎月勤労統計地方調査における一ヶ月当たり出勤日数」及び「令和元年賃金構造基本統計における
一時間当たり所定内給与」の積。（所定内給与は居住都道府県における数値を適用）

※全国平均（25,295円）

都道府県別の通勤時間の費用換算（月単位）

 通勤時間を各都道府県の所定内給与で費用換算したところ、首都圏が上位を独占している状況にある。

（円）
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